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平成 27 年 8 月 10 日 

 各 位 

株式会社 福 山 コ ン サ ル タ ン ト 
代表取締役社長 福 島 宏 治 

（ＪＡＳＤＡＱ コード番号９６０８） 
問合せ先  取締役副社長 柴田 貴徳 

（事務取扱責任者  高崎  愛一  TEL．092-471-0211） 
 

「内部統制システムの整備に関する基本方針」の改定に関するお知らせ 
 

当社は、平成 27 年 8月 10 日開催の取締役会において、平成 27 年 5 月 1日施行の改正会社法およ

び改正会社法施行規則に基づき、「内部統制システムに関する基本方針」を一部改正することを決議

しましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社および子会社の取締役および使用人の業務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制 

イ．当社および子会社のすべての役職員は、定款、組織規程、職務権限規程等の内部諸規定なら

びに会社法、技術士法をはじめとする関係法令等の理解と実践が、社会規範を順守した行動の

基本であることを強く認識し、事業部門と事業地域にまたがる横縦断的組織編制によって、常

に複数者による業務執行管理体制を整えています。 

ロ．取締役会は、事務局を設置し、必要に応じて社外専門家の意見を求めて、議案の事前および

事後チェックを継続しています。 

ハ．監査役会は、取締役会の議事進行、決議事項について意見を述べるとともに、適法性を監査し、

必要に応じて取締役会に対する指示(違法性監査報告書)を行い、取締役会はこれを受けて必要な

是正措置を講じています。 

ニ．監査室は、内部統制基本方針書に基づき、内部監査ならびに役職員教育を定期的かつ適時に実

施し、当社および子会社の業務が法令、定款および諸規定に適合している状態を維持、継続して

いく役割を果たすことで、経営の健全性および効率性の向上を図っています。 

 
２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役会事務局は、取締役会の議事録、取締役の職務に係る稟議書等の決裁書類および各種

契約文書等を、文書管理規程に基づき保存・管理し、適時に監査室による内部監査によってそ

の適法性確認を受ける体制としています。 

 
３．当社および子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

当社および子会社は、リスク管理マニュアルを作成し、全役職員に対し周知徹底しています。

また、危機管理事務局を設置するとともに全役職員に対して説明会を実施し、逐次変化するリ

スクの特定とその対策の決定およびモニタリングの実効性を高めることで、適時かつ正確なリ

スク情報が取締役に報告される体制を維持しています。 

 
４．当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、経営計画に関する規程に基づき、長期・中期・年次の経営計画および財務計画を体

系的に策定し、計画達成のための戦略立案者と施策実行者との役割分担と評価指標を明確にし

ています。なお、子会社は、当社に準じて経営計画等を作成し実行するとともに、毎月度に当

社取締役会へ計画達成状況の報告を行う体制としています。 
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また、当社の代表取締役社長が当社および子会社の全役職員に対し、長期・中期・年次の経

営計画等を説明する機会を継続的に設けて、戦略・施策の浸透を図っています。 
 
５．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は、子会社から定期的に業務執行および財務状況の報告を受ける管理体制を構築してい

ます。 
 

６．当社および子会社の取締役および使用人が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
イ．取締役からの報告は取締役会において、使用人からの報告は経営戦略会議および事業戦略会

議を通じて行うことを基本としています。 

ロ．監査役は、必要に応じて役職員に対して随時個別に報告を求めることができます。その他、

稟議書や決裁書類についても、必要に応じて閲覧を請求することができます。 
ハ．監査役は、監査の実効性を高めるため、代表取締役社長および会計監査人とそれぞれ定期的

に意見交換会を行っています。 
 
７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
監査役の職務を補助するため、監査役会事務局を常設し、使用人を置きます。取締役会は監

査役会と協議のうえ、原則として定時株主総会後の取締役会において当該使用人を任命してい

ます。 

また、指揮命令権は監査役に属するものとして、当該使用人の独立性を確保しています。 
 
８．監査役に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた

めの体制 
当社は、当社および子会社の監査役へ報告を行った当社および子会社の取締役および使用人

に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いは行わないことを取締役会において決

議し役職員に対して周知しています。 
 

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行につい

て生ずる費用又は債務の処理に係る方針 
監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をした時は、当該監

査役の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該請求に基づき支払いを行

います。 

なお、監査役は、当該費用の支出にあたってはその効率性および適正性に留意します。 

 
１０．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況 

イ．市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して、毅然とした態度で臨み、

顧問弁護士・警察等外部機関と連携することで、これらの関係を一切遮断することを基本方針

としています。 

ロ．上記基本方針の実践のため、「リスク管理マニュアル」を作成し、その履行を全社員に周知徹

底しています。 
以 上 


